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 現在，我が国では東海，東南海，南海地震等の大規模なプレート境界型地震の地震リスクが高まってい

る．これらの地震は甚大な広域災害をもたらす可能性が高いため，被害軽減に資するハード並びにソフト

の両面からの対策が不可欠である．ソフト面からの対策の1つとして避難者対策が挙げられるが，本研究

では避難者を発生させる要因としてライフラインの機能不全に注目し，それに伴う生活支障が人々の避難

形態に与える影響について分析を行った．一般市民を対象としたアンケート調査データに基づいて，ライ

フラインの機能不全によって生じる生活支障に係わるリスク認知感を抽出するとともに，それらと人々の

避難形態との関連性をニューラルネットワークで構造化し，モデル化することを試みた．  
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１．はじめに 
 
現在，我が国では東海，東南海，南海地震等の大

規模なプレート境界型地震による地震リスクが高ま

っている1)．これらの地震は甚大な広域災害をもた

らす可能性が高いため，被害軽減に資するハード並

びにソフトの両面からの対策が不可欠である．ソフ

ト面からの対策の1つとして避難者対策が挙げられ

るが，地震時における人々の多様な避難形態を予測

することは容易ではない．2004年10月に発生した新

潟県中越地震では，家屋等の損壊に伴う人的被害が

生じるとともに，大量の避難者の発生等から派生す

る大きな人的被害が生じた2)．その理由の1つとして

ライフラインの物理的被害に伴う機能不全が挙げら

れる． 
地震時のライフラインの機能不全に伴う生活支障

と避難者発生との関連性に関しては多数の研究が実

施されている．大野ら 3)は 1983 年日本海中部地震を，

山崎ら 4)は 1993 年釧路沖地震をそれぞれ対象として，

それらの災害経験者に対してアンケート調査を実施

し，事前対策の実施状況と地震後の生活支障との関

係性を明らかにしている．また，能島・亀田 5)並び

に白ら 6)はいずれも 1995 年兵庫県南部地震の被災者

に対して同様にアンケート調査を実施し，ライフラ

インの機能不全による生活支障度の定量化を試みて

いる．塩野・朱牟田 7)は 1987 年千葉県東方沖地震を，

塩野ら 8)，9)並びに佐藤・塩野 10)は兵庫県南部地震を

それぞれ対象として，それらの被災者に対するアン

ケート調査データに基づき，生活支障と避難率との

関係を定式化し，避難需要の算定モデルを構築して

いる．また，澤田ら 11)は 2004 年新潟県中越地震に

おけるライフラインの機能不全と避難形態との関係

性を分析している．このように，過去の地震災害時

のライフラインの機能不全による生活支障とそれに

伴う避難形態に係わる分析は多数実施されている． 
しかし，地震リスクが高いと考えられている地域

に住む人々の大半は地震災害の未経験者であり，地

域特性，生活様式，時代背景の異なる過去の地震災

害時における被災者の認識や行動が将来の災害時に

そのまま再現されるとは考えにくい．むしろ，蓋然

的に発生が予想される不利益事象に対する人々の認

識（以下，リスク認知）12)を抽出・分析した上で，

ライフラインの機能不全とそれに伴う避難に係わる

リスクの受容クライテリアを明らかにし，ライフラ

インのシステム設計に還元することも重要であると

考えられる．リスク認知の観点からライフラインの

機能に関して考察した研究事例として，平山・伊藤
13)はライフラインの中でも上水道を対象とし，水道

水に対する一般市民のリスク認知構造を明らかにし

ている．また，加藤ら 14)は，東京都内の 2 つの地域

における住民の地震リスクの認知特性を明らかにし

ており，庄司・北原 15)は神奈川県川崎市の職員を対

象として個人属性や地震に関する知識が地震リスク

の認知に及ぼす影響について分析している．しかし， 
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表-1 アンケート調査の概要 

調査対象 一般市民

平成18年1月17日に神奈川県川崎市で開催された

「平成17年度防災シンポジウム」の参加者

調査方法 無記名の質問紙法

配布方法：シンポジウム受付にて配布

回収方法：会場内の回収箱あるいは後日郵送回収

調査期間 平成18年1月17日～2月28日
配布数：390部
回収数：119部
回収率：30.5%

質問紙
回収状況

 
 
リスク認知という観点から地震時におけるライフラ

インの機能不全と避難形態との関連性を分析した研

究は少ない． 
以上より，本研究では，避難者を発生させる要因

としてライフラインの機能不全に着目した上で，そ

れに伴う生活支障と避難形態との関連性に関して，

リスク認知の観点から一般市民に対するアンケート

調査データを分析することで明らかにする． 
 
 
２．アンケート調査データの概要 
 
(1) アンケート調査方法  

 表-1 には，本研究において分析対象としたアン

ケート調査の概要を示す．本調査は，地震時のライ

フラインの機能不全とそれに伴う生活支障，並びに

避難形態との関連性に関して，災害未経験者のリス

ク認知を調査することを目的とし，関東圏で生活す

る一般市民を対象として実施されたものである．ア

ンケート調査方法，集計結果，及びそれに基づく統

計解析については文献 16 において詳細に報告済み

である．従って，以下ではその概要を示すに留める． 
表-1 に示すように，アンケート調査方法として

は無記名の質問紙法を採用した．ライフラインの機

能不全に係わるリスク認知を調査することが目的で

あるため，ライフラインに対する依存度が高く地震

リスクの高い関東圏の都市の中で神奈川県川崎市を

選定した．その上で，質問項目が多いことや内容の

細かさを考慮し，信頼性の高いデータを収集するた

めに，防災に対する関心の高い一般市民を調査対象

とした．従って，本研究では，アンケート調査デー

タがそのような回答者の性別，年齢，職業等の属性

を反映した結果であることを前提として扱い，以下

に示すライフラインの機能不全と避難形態との関連

性に関するモデル化を試みる． 
 

(2) アンケート調査項目の内容  

本調査データは 3 つの大きな項目から構成される．

項目[I]は，個人の属性（以下の文章中や図表におい

て，個人属性と記載する．また，本章における文章

中の括弧内は同様の意味とする）並びに事前対策の

実施状況（事前対策実施状況）に関する質問項目で

ある．個人属性に関する質問項目は，年齢，性別，

職業，住居の構造，住居の築年数，及び避難経験の

有無である．事前対策実施状況に関する質問項目は，

耐震補強の実施状況（耐震補強），地震保険の加入

状況（地震保険），家具の固定状況（家具の固定），

防災訓練への参加状況（防災訓練），水や食糧等の

備蓄状況（備蓄），及び懐中電灯等の道具類の準備

状況（道具の準備）である． 
項目[II]では，震度 6 以上の地震発生を回答者に

想定してもらった上で，地震発生後の時間フェーズ

に応じてライフラインの機能不全や避難形態に対す

る回答者の認知を尋ねたものである．地震発生後の

時間フェーズとしては，地震発生直後（直後）から

1 日後，2，3 日後，1 週間後，1 ヵ月後，数ヵ月後

の合計 6 つの時間フェーズを想定した．その上で，

避難必要性の有無（避難必要性），ライフラインの

使用可否，家族の安否確認の可否等の項目に対して

2 択（有無，あるいは可否）形式で回答してもらっ

た． 
項目[III]では，上水道，下水道，電力，ガスの 4

つのライフラインを対象として，それらの機能不全

に伴う生活支障等に関する認知を尋ねた．具体的に

は，各ライフラインの機能不全による被害状況を想

像できるかどうか（想像力）を「全く想像できな

い」，「ほとんど想像できない」，「少しは想像で

きる」，「大体想像できる」，「大変良く想像でき

る」の 5 段階の評定尺度法で尋ねるとともに，ライ

フラインに係わる各生活活動の支障の度合い（生活

支障度）に対して「全く困らない」，「あまり困ら

ない」，「どちらとも言えない」，「やや困る」，

「非常に困る」の 5 段階で尋ねた．また，各ライフ

ラインの機能不全によって励起される感情要素（感

情要素）として不安感，恐怖感，パニック，イライ

ラ，負担感，落ち着かなさの 6 つの感情要素を取り

挙げ，これらの感情の励起に対して「全く感じな

い」，「ほとんど感じない」，「少し感じる」，

「かなり感じる」「非常に感じる」の 5 段階で尋ね

た．さらに，各ライフラインの機能不全による体調

悪化の可能性（体調悪化の可能性）に対しても言及

し，これらに対して「絶対にない」，「たぶんな

い」，「どちらとも言えない」，「たぶんある」，

「絶対にある」の 5 段階で回答してもらった． 
 
 
３．リスク認知構造の分析方法並びに感度解析

の概要 

 

(1) リスク認知構造の分析方法 

 ここでは，ライフラインの機能不全とそれに伴う

生活支障，並びに避難形態との関連性を一般市民の

リスク認知の観点から構造化し，モデル化する．こ

のようなリスク認知に係わる構造モデルをリスク認

知構造と以下では呼ぶ． 
リスク認知構造を支配する要素としては，ライフ

ラインの機能不全に伴う生活支障と避難形態を代表

する様々な項目（先述したアンケート調査項目）と 
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図-1 階層型ニューラルネットワークの構造 

なるが，これらの項目は前章で示したように多岐に

わたり，複雑であるとともに，各々の関連性が強い

非線形性を有すると考えられる．そのため，非線形

の写像関係の構築に優れたニューラルネットワーク

を用いて，リスク認知構造のモデル化を行う．ニュ

ーラルネットワークはユニットの結合方法によって

相互結合型と階層型に大別されるが，ここでは，リ

スク認知構造に係わる要素間の関連性を分析するこ

とを目的としているため，図-1に示すような入力要

素と出力要素の関係構築が明確な階層型ニューラル

ネットワークを採用した． 
その上で，ライフラインの機能不全によって励起

される避難必要性に関する認知を出力要素として，

これと個人の属性（個人属性），事前対策の実施状

況（事前対策実施状況），ライフラインの機能不全

に対する想像力（想像力），ライフラインに係わる

生活活動の支障の度合い（生活支障度），ライフラ

インの機能不全によって励起される感情要素（感情

要素），及びライフラインの機能不全による体調悪

化の可能性（体調悪化の可能性）の合計6つの入力

要素との関連性を表-2に示すようにモデル化する．  
ニューラルネットワークの構築に当たっては，ア

ンケート調査から得られた回答を数値データ化した

上で，入力データ )(sX と教師データ )(sT を次式の

ように設定した． 
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ここで， N はアンケート調査データのサンプル数， 
M は入力層のユニット数， L は教師データのユニ

ット数である．数値データ化に際しては，アンケー

トの回答様式が多項単一選択型の場合には各選択肢

を最小値-１，最大値１の等間隔な数値に変換し，

多肢選択型の場合には各選択肢が選択されるか否か

を[-1,1]の 2 値に変換した．  
ニューラルネットワークのユニット間の関連性の

強さは結合係数で関係付けられ，各ユニットは他の

ユニットからの出力をそれぞれ異なる閾値のもとで

受け取り，ある関数形で表わされる演算処理を行っ 

表-2 認知構造の分析に用いた入力要素と出力要素 

No. 入力要素 出力要素
1 個人特性 避難必要性に関する認知

2 事前対策実施状況

3 想像力
4 生活支障度
5 感情要素
6 体調悪化の可能性  

 

表-3 ニューラルネットワークの構築に用いたパラメー

タ 

パラメータ 数値および決定方法

学習回数 最大10000回

結合係数の初期値
-1から1の範囲で
一様分布する乱数

2乗誤差の目標値 0.01  
 
て結果を出力する．すなわち，中間層ユニットが入

力層ユニットから受け取るデータをu ，中間層ユニ

ットが出力するデータを v とすると，中間層ユニッ

トと入力層ユニットの間では次式のような演算処理

を行うことになる．このような演算処理を出力層ユ

ニットと中間層ユニットとの間でも同様に行う． 
 
 j

M
i iij xwu θ+= ∑ =1
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ここで，式(2a)において ijw は入力層ユニット i と中

間層ユニット j の関連性を表わす結合係数， jθ は中

間層ユニット j の閾値である．また，式(2b)は各ユ

ニットの演算処理を表わす関数であり，ここでは

a =2 のパラメータを介した正接シグモイド関数を

採用した．  
以上より，誤差逆伝播法（BP 法）に基づいて教

師データと出力データの 2 乗誤差が最小となるよう

に最急降下法で中間層－出力層間および入力層－中

間層間の結合係数と閾値の修正計算を行った．なお，

誤差修正の規定方法としては，弾力性バックプロパ

ゲーション（RPROP）の考え方を適用した 17)．最

適な中間層ユニット数の決定に際しては AIC 情報量

規準を用いた 18), 19), 20)．なお，ニューラルネットワ

ークの構造決定に用いるパラメータに関しては演算

の精度や収束性の観点から文献 21，22 に基づいて

表-3のように設定した．  
 

(2) 感度解析の概要 

ニューラルネットワークを構築した後，入力層ユ

ニット i の出力層ユニット k に対する感度をニュー

ラルネットワーク構造における寄与度 kiη として文

献22を参考に次式のように求めた． 
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図-2 寄与度 kiη と線形相関係数の絶対値 kir との関係 

なお，
)(s

kiA は次式で定義される感度係数であり，

M 個の入力層ユニットの中でユニット i に対する s
番 目 の 入 力 )(s

ix を ixΔ だ け 変 化 さ せ た 場 合

（ )(s
ixΔ ）の出力層ユニット k の出力の変化

)(s
kOΔ

を表わしている．また， ix は入力層ユニット i に対

する入力要素の平均である．  
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式(3)より得られる寄与度 kiη により，表-2に示す出

力要素の入力要素に対する感度が明らかとなる． 
 一方，入力層－出力層間の線形相関係数の絶対値

kir を次式より求める． 
 

 
∑∑

∑

==

=

−−

−−
=

N

s
k

s
k

N

s
i

s
i

N

s
k

s
ki

s
i

ki

OOxx

OOxx
r

1

2)(

1

2)(

1

)()(

)()(

))((
 (5) 

 
ここで， kO は出力層ユニット k に対する出力要素

の平均である． 
 以上より，図-2に示すような寄与度 kiη と線形相

関係数の絶対値 kir との関係性からリスク認知構造

において支配的な入力項目を抽出する．図-2におい

て(A)領域に位置する入力項目は kiη と kir がともに

高く，リスク認知構造において影響の高い入力項目

と解釈できる．また，(C)領域に位置する入力項目

は kir は低いものの kiη が高く，ニューラルネット

ワークの中で出力要素に与える影響が大きい入力要

素であると解釈できることから，(A)領域に属する

入力項目と同様にリスク認知構造において影響の高

い入力項目として解釈できる． 
 

 

４．ライフラインの機能不全とそれに伴う避難

形態に係わるリスク認知構造 

 

(1) 個人属性が避難必要性に関する認知に与える影

響 

 図-3 は，個人属性が避難必要性に関する認知に 
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図-3 個人属性と避難必要性に関する認知との関連性を

示す寄与度 kiη と線形相関係数の絶対値 kir  との

関係 
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図-4 避難必要性に関する認知に対する個人属性の寄与

度 kiη  

 
与える影響を明らかにするために，寄与度 kiη と線

形相関係数の絶対値 kir との関係性を示した結果で

ある．また，図-4 は，個人属性が避難必要性に関

する認知に与える影響を寄与度 kiη の観点から示し

た結果である．いずれの図においても地震発生直後

（直後）から 1 日後，2，3 日後，1 週間後，1 ヵ月

後，数ヵ月後の合計 6 つの時間フェーズにおける避

難必要性に関する認知に対して個人属性の寄与度

kiη を示している． 
図-3 並びに図-4 によれば，個人属性を表わす各 
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図-5 避難必要性に関する認知に対する事前対策実施状

況の寄与度 kiη  

 
入力項目に応じて寄与度 kiη の数値に高低が生じる

とともに，地震発生後のどの時点の避難必要性を意

識するかで，寄与度 kiη の数値が大きく異なること

が明らかである．具体的には，いずれの図からも，

地震発生から 1 日後，2，3 日後，1 週間後における

避難必要性に関する認知に対して，性別，年齢，職

業が 0.50 以上の高い寄与度 kiη を示している．特に，

性別は，その他の入力項目の寄与度 kiη が低くなる

1 ヵ月後，数ヵ月後の避難必要性に関する認知に対

しても相対的に高い影響を与えており，個人属性を

表わす入力項目の中で避難必要性に関する認知との

関連性が高い項目である． 
 
(2) 事前対策実施状況が避難必要性に関する認知に

与える影響 

 図-5 は，事前対策実施状況が避難必要性に関す

る認知に与える影響を寄与度 kiη の観点から示した

結果である．地震発生後の経時的な変化に応じて描

画される避難必要性の認知に対して，事前対策実施

状況を表わす入力項目が大きな影響を与えているこ

とがわかる．全般的には，避難必要性に関する認知

に対して耐震補強，家具の固定，防災訓練への参加，

備蓄が 1.5 以上の高い寄与度 kiη を示していることが

明らかである．地震発生直後と 1 日後における避難

必要性に関する認知に対しては防災訓練への参加や

備蓄の寄与度 kiη が高く，2，3 日後以降の避難必要

性に関する認知に対しては家具の固定や耐震補強の

寄与度 kiη が高くなる傾向を示していることから，

地震発生後のどの時点での避難を強く意識するかに

よって意識する事前対策の項目が異なると言える． 
 

(3) ライフラインの機能不全に対する想像力が避難

必要性に関する認知に与える影響 

 図-6 は，ライフラインの機能不全に対する想像

力が避難必要性に関する認知に与える影響を寄与度

kiη の観点から示した結果である．ここでは，各ラ

イフラインの機能不全による被害状況に対して人々 
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図-6 避難必要性に関する認知に対する想像力の寄与度

kiη  

がどの程度の想像力を働かせることができ，その上

でそれに関する想像力が避難必要性に関する認知に

対してどのような影響を与えるかを示している．  
図-6 によれば，電力とガスの機能不全に対する

想像力が地震発生後のいずれの時点における避難必

要性に関する認知に対しても上水道，下水道より高

い寄与度 kiη を示しており，それらと避難必要性に

関する認知との関連性が高いことが明らかである． 
 

(4) ライフラインの機能不全による生活支障度が避

難必要性に関する認知に与える影響 

 図-7 は，ライフラインの機能不全による生活支

障度が避難必要性に関する認知に与える影響を寄与

度 kiη の観点から示した結果である． 
これによれば，上水道の機能不全による生活支障

に関しては，掃除に係わる生活支障がいずれの時点

の避難必要性に関する認知に対しても最も高い寄与

度 kiη を示しており，特に地震発生から 1 週間後の

避難必要性に関する認知に与える影響が高い．これ

より，上水道の用途の中で掃除に係わる生活支障が

避難必要性に関する認知に最も強く影響することが

明らかである．また，掃除以外の用途の中で風呂と

飲料水を除く 3 項目が避難必要性に関する認知に対

して与える影響は地震発生後の時間経過と共に徐々

に低下する．さらに，2，3 日後の避難必要性に関す

る認知に対しては，いずれの用途に関しても生活支

障による影響が他の時点より低くなる． 
下水道の機能不全による生活支障に関しては，炊

事に係わる生活支障が避難必要性に関する認知に対

して最も高い寄与度 kiη を示している．また，全体

的に1日後の避難必要性に関する認知に対して寄与

度 kiη が最も高くなり，その時点から徐々に寄与度

kiη が低下し，1週間後以降の避難必要性に関する認

知に対しては寄与度 kiη は大きく変化しない． 
電力の機能不全による生活支障に関しては，照明，

固定電話，携帯電話に係わる生活支障が地震発生直

後の避難必要性に関する認知に対して高い影響を与

えるが，1日後，2，3日後における避難必要性に関

する認知に対してはそれらの影響は低くなり，1週 
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(a) 上水道の機能不全による生活支障の場合 
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(b) 下水道の機能不全による生活支障の場合 
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(c) 電力の機能不全による生活支障の場合 

ガス
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(d) ガスの機能不全による生活支障の場合 

図-7 避難必要性に関する認知に対する生活支障度の寄

与度 kiη  

 
間後の避難必要性に関する認知に対してはそれらの

影響は再び高くなる．このように，電力に関しては，

地震発生後の時間経過に伴って避難必要性に関する

認知に与える影響の大きい項目が入れ替わる． 
ガスの機能不全による生活支障に関しては，いず

れの用途に係わる生活支障も2，3日後における避難

必要性に関する認知に対して最も高い寄与度 kiη を

示す．それらの中でも炊事は最も高い寄与度 kiη を

示しているが，1週間後以降における避難必要性に

関する認知に対しては炊事よりも風呂，暖房に係わ

る生活支障の方が高い寄与度 kiη を示している．こ

のように，各ライフラインの機能不全による生活 
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(a) 上水道の場合 

下水道
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(b) 下水道の場合 
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(c) 電力の場合 
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(d) ガスの場合 

図-8 避難必要性に関する認知に対する感情要素の寄与

度 kiη  

 
支障が避難必要性に関する認知に与える影響は，そ

れらの具体的な用途に対するイメージによって異な

り，地震発生後の時間経過の流れの中でどの時点の

避難必要性を意識するかで大きく異なると言える． 
 
(5) ライフラインの機能不全によって励起される感

情要素が避難必要性に関する認知に与える影響 

 図-8 は，ライフラインの機能不全によって励起

される感情要素が避難必要性に関する認知に与える

影響を寄与度 kiη の観点から示した結果である．こ
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れより，いずれのライフラインにおいても地震発生

後からの時間経過に伴って寄与度 kiη が全体的に低

下する傾向が明らかである．このことから，ライフ

ラインの機能不全によって励起される感情要素が避

難必要性に関する認知に与える影響は地震発生後の

時間経過に伴って低くなると言える．また，相対的

に上水道の機能不全によって励起される感情要素は

その他のライフラインと比較して避難必要性に関す

る認知に与える影響が高い．これは，(3)に示した

ライフラインの機能不全に対する想像力が避難必要

性に関する認知に与える影響と比較して異なる傾向

を示している．ライフラインの機能不全に対する想

像力の観点からは電力とガスが避難必要性に関する

認知に対して大きな影響を与えるが，ライフライン

の機能不全によって励起される感情要素の観点から

は上水道が大きな影響を与えることになる．このよ

うな地震時におけるライフラインの機能不全に関す

るリスク認知の相違は回答者のライフラインの具体

的な利活用に対する意識の相違を反映した結果であ

ると考えられる． 
 

(6) ライフラインの機能不全による体調悪化の可能

性が避難必要性に関する認知に与える影響 

 図-9 は，ライフラインの機能不全による体調悪

化の可能性が避難必要性に関する認知に与える影響

を寄与度 kiη の観点から示した結果である．これよ

り，地震発生後のいずれの時点における避難必要性

に関する認知に対しても電力の機能不全による体調

悪化の可能性が高い寄与度 kiη を示している．この

ことから，停電による体調悪化の可能性が避難必要

性に関する認知に強い影響を与えることが明らかで

ある． 
 

 

５．リスク認知構造の可視的表現 

 

 前章で示した地震災害時におけるライフラインの

機能不全とそれに伴う生活支障が避難必要性に関す

る認知に与える影響を視覚的に理解しやすいように，

得られたリスク認知構造の統一的な可視的表現を試

みた．前章で示したようにニューラルネットワーク

の出力要素に対する入力要素の寄与度 kiη の大きさ

が大きいほど，入力要素と出力要素間の関連性が強

いことを意味するため，これを視覚的にわかりやす

く表現する観点から，入力要素 i と出力要素 k の相

対距離 kid を次式のように定義した． 
 

 
ki

kid
η
1

=  (6) 

 
相対距離 kid は式(6)により寄与度 kiη の逆数で定

義されるので，入力要素 i と出力要素 k 間の関連性

が強く，寄与度 kiη が高い場合には，入力要素 i と出 
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図-9 避難必要性に関する認知に対する体調悪化の可能

性の寄与度 kiη  

 

力要素 k 間の相対距離 kid は小さくなる．従って，

対象とするニューラルネットワークに関わる全ての

入力要素と出力要素間の相対距離 kid を 3 次元上に

プロットすれば，入力要素と出力要素間の関連性を

統一的に可視化することが可能となる． 

図-10 は，以上の考え方に基づき，相対距離 kid
を用いて，避難必要性に関する認知と個人の属性

（個人属性），事前対策の実施状況（事前対策実施

状況），ライフラインの機能不全に対する想像力

（想像力），ライフラインに係わる生活活動の支障

の度合い（生活支障度），ライフラインの機能不全

によって励起される感情要素（感情要素），及びラ

イフラインの機能不全による体調悪化の可能性（体

調悪化の可能性）との関連性を統一的に可視化した

結果である．図-10 においては，上述したニューラ

ルネットワークの入力要素と出力要素に係わる各要

素を色付けされた○印の中にプロットし，それらの

離間を式(6)で定義される相対距離 kid の線分で結ん

で示している．すなわち，図中の線分の長さが短い

要素間ほど，入力要素と出力要素の関連性が高く，

入力要素が出力要素に与える影響が高いと言える． 
図-10 によれば，個人属性に関しては 1 日後並び

に 2，3 日後における避難必要性に関する認知に与

える影響が大きいが，1 週間後，さらには 1 ヵ月後

まで時間経過した時点における避難必要性に関する

認知に対しては影響は小さくなることがわかる．ま

た，地震発生からの時間経過に依らず，いずれの時

点においても避難必要性に関する認知に対して事前

対策実施状況，感情要素，並びに体調悪化の可能性

が 6 つの入力要素の中で相対的に影響が高いことが

わかる． 
 
 
６．結論 
 
 本研究では，避難者を発生させる要因としてライ

フラインの機能不全に着目した上で，それに伴う生

活支障と避難形態との関連性に関して，リスク認知

の観点から一般市民に対するアンケート調査デ 
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(a) 地震発生直後からの時間経過に応じた避難必要性に関する認知構造 

距離が近いほど
関連性が強い
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(b) 地震発生直後並びに 1 日後における避難必要性に関する認知構造 

図-10 避難必要性に関するリスク認知構造の統一的な可視的表現 

 
―タを分析することで明らかにした．具体的には，

避難必要性に関する認知と個人の属性（個人属性），

事前対策の実施状況（事前対策実施状況），ライフ

ラインの機能不全に対する想像力（想像力），ライ

フラインに係わる生活活動の支障の度合い（生活支

障度），ライフラインの機能不全によって励起され

る感情要素（感情要素），及びライフラインの機能

不全による体調悪化の可能性（体調悪化の可能性）

との関連性をニューラルネットワークによってモデ

ル化し，これに関する統一的な可視的表現を試みた．

得られた知見をまとめると以下の通りである． 
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1）地震発生から 1 日後，2，3 日後，1 週間後にお

ける避難必要性に関する認知に関しては，性別，

年齢，職業，住居の構造等の個人属性が与える影

響が高い．特に，性別は，その他の入力項目と比

較して 1 ヵ月後，数ヵ月後の避難必要性に関する

認知に対しても相対的に高い影響を与えており，

個人属性を表わす入力項目の中で避難必要性に関

する認知との関連性が高い項目である． 
2）地震発生直後と 1 日後における避難必要性に関

する認知に関しては防災訓練への参加や備蓄等の

影響が高く，一方，2，3 日後以降の避難必要性に

関する認知に関しては家具の固定や耐震補強等の

影響が高くなる．このように，地震発生からどの

時点での避難を強く意識するかによって，意識す

る事前対策の項目が異なる． 
3）ライフラインの機能不全に対する想像力の観点

からは電力とガスが避難必要性に関する認知に対

して大きな影響を与えるが，ライフラインの機能

不全によって励起される感情要素の観点からは上

水道が大きな影響を与える．このような地震災害

時におけるライフラインの機能不全に関するリス

ク認知の相違は回答者のライフラインの具体的な

利活用に対する意識の相違を強く反映した結果で

あると考えられる． 
4）ライフラインの機能不全による生活支障が避難

必要性に関する認知に与える影響は，上水道の場

合には掃除，下水道の場合には炊事，電力の場合

には照明等，ガスの場合には暖房等の用途に応じ

て異なり，地震発生後の時間経過の流れの中でど

の時点の避難必要性を意識するかで大きく異なる． 
5）地震発生後のいずれの時点における避難必要性

に関する認知に対しても電力の機能不全による体

調悪化の可能性が大きな影響を与える．このこと

から，停電による体調悪化の可能性と避難必要性

に関する認知との関連性は高いと言える． 
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RELATION OF LIFELINE FUNCTIONAL IMPAIRMENT DUE TO A SEISMIC 
DISASTER WITH RISK PERCEPTION ASSOCIATED WITH EVACUATION 

 
Gaku SHOJI and Megumi ITO 

 
  The purpose of this study is to clarify the relation of functional impairment of lifeline systems due to a 
seismic disaster with risk perception associated with evacuation. The relationship of personal 
characteristics, preparation against lifeline functional impairment (LFI) due to a seismic disaster, 
imagination for LFI, difficulty of dairy life resulted from LFI, feelings against LFI and possibility of 
becoming bad healthy condition due to LFI, with risk perception associated with evacuation necessity is 
idealized as the structure of the risk perception by using neural networks. Based on the quantitative 
indices of their sensitivity the structure is clearly shown in visible description. 
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